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原発事故被害の緊急対策と補償等に関する要請
　福島第1原発事故の収束の目途はいまだ見えず、情報提供の遅れ等に対して、日本と世界の人々が怒りと不安を募らせ、正確な情報の迅速かつ徹底した公開と、国内外の英知を結集した対策の強化を強く求めています。
　避難と休業の長期化にくわえ、止まらない放射能漏れによる農畜産・漁業の生産物等の出荷停止や風評被害もいっそう拡大しており、被害に対する補償が切実かつ緊急の課題です。

　安全神話は完全に崩壊したのであり、いまだ原子力制御の技術は未確立で、いったん事故が発生すれば甚大な被害が長期化し、人々の生活と経済活動にはかり知れない打撃を与えるという今回の教訓を踏まえた抜本的な見直しが求められています。
　これまでの原子力・エネルギー政策を抜本的に見直し、原発から早期に脱却することを明確にして、クリーン・エネルギーへの転換、省エネ・低炭素社会の実現など、日本の社会と経済構造の本格的な転換を大胆にすすめていくことが必要です。

　私たち全労連は3月25日に要望書を提出しましたが、大震災後1か月が経過したという時点に立って、前記要望書を追加・補強する立場から、以下のとおり要請し、その早急な実現を強く求めます。

１．東京電力への監督指導の強化、政府主導の体制強化で、東京電力の体制刷新を求め、正確かつ迅速な情報の開示と冷却機能の回復・放射能漏れの収束などを早期に実現すること

　　たびたび問題点を指摘されながら、情報開示の遅れや放射能漏れの影響に関する不十分な説明が続いており、広範な人々が不安と疑念を募らせる異常な状況となっています。また、正確な情報をひろく公開することによって、国内外の英知を結集した対策の強化が必要です。
　　こうした状況を打開するため、東京電力の体制を刷新し、正確かつ迅速な情報の開示をすすめ、ひろく科学者の英知を結集し、冷却機能の回復や放射能漏れの収束などを早期に実現しうる信頼にたる体制を確立することを強く求めます。

　　また、地元から過去に何度も津波対策の不備など問題点を指摘されながら、必要な改善を講じてこなかったことなど、明らかに人災という側面を強く持つことを踏まえ、歴代の経営陣については、しかるべき時期に刑事訴追をおこない、責任の所在を究明すべきです。

２．遠隔地への避難を強いられている方々や、農畜産・海産物の出荷停止や風評被害による売り上げ減、営業・操業の休止等に対する補償を早期に具体化し、実施に移すこと
　　遠隔地への着のみ着のままの避難や、農畜産物の出荷停止、風評被害による売り上げ減、営業・操業の休止等によって、福島第1原発の避難地域と周辺の住民の生活は大きく脅かされています。

　　原発被害に対する完全補償が遅滞なく実施されるよう強く求めます。必要な法改正等を早急におこない、国の支援のもと、第一義的には東京電力の責任によって、被害に対する全額補償を速やかにおこなう態勢を構築するよう求めます。

　　事故の収束が長引くもとで、当面する生活費等を補てんする一定のまとまった額をすべての被害者に緊急に支給するとともに、営農や営業等への影響を考慮して、それを維持する暫定払いの補償金制度の創設が必要です。また、長期の避難を強いられる中小企業と労働者、農林畜産・漁民、業者に対して、その希望を踏まえ、避難先での営業や営農等の再開に手厚い支援がおこなわれるべきです。

３．避難指示等については、放射能漏れの実態等に即して科学的・計画的に実施するとともに、生活圏や経済活動の実態も考慮して自主避難についても必要な補償をおこなうこと

　　広範な人々の不安を一掃するため、放射能測定をさらに充実させるとともに、避難指示や立入禁止措置、出荷停止等の措置については、基準を明確にし、科学的・計画的な実施によって混乱を極力回避することが必要です。

　　その際、地理的な生活圏も配慮した柔軟な対応などによって地域設定をおこなうとともに、自主避難の方々についても必要な支援と補償が同様に実施されるようにすべきです。

４．原子力・エネルギー政策を根本的に転換し、脱原発を早期に実現することを明確にして、科学的な判断のもとに、クリーン・エネルギーへの転換や省エネ・低炭素社会の実現などの対策を強力にすすめていくこと

　　今回の事故の教訓を踏まえ、広範な人々の不安を一掃するには、全国すべての原発の緊急点検に止まらず、これまでの原子力・エネルギー政策を抜本的に見直し、原発から早期に脱却する「脱原発」路線を明確にして、クリーン・エネルギーへの転換、省エネ・低炭素社会の実現など、日本の社会と経済構造の転換を大胆にすすめていくよう求めます。
　　小規模水力発電や太陽熱利用を大きく推進するとともに、日本の異常な働かせ方を是正し、大企業・大規模店舗の操業・営業時間規制を軸に、時間外労働の抜本的な削減など労働時間短縮や休日・深夜規制を本格的にすすめていく必要があります。賃金低下を防ぐ措置として最低賃金をはじめとした賃金の底上げや中小企業への支援策をリンクさせ、雇用も内需も拡大するという日本経済の好循環を実現することが必要です。

　　計画停電についても、在宅医療や中小企業等へのしわ寄せが大きく、経済的にも非効率であることを踏まえ、中止することとし、業界団体ごとの営業規制などによって、事前に使用電力量を調整して対応するよう改めて強く求めます。
以　上

1

